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推薦のことば

　近時は、与えられたデータやパターンから新たなコンテンツ（複雑なテキスト、画
像、音声、映像など）を自律性をもって生成する「生成 AI」が各方面で花盛りである。
例えば営業戦略を提案するマーケティング分野、アートやデザイン、特許文書、契約
書の作成などの創作活動に関連するクリエイティブ分野をはじめ、生成 AI による人
材育成・働き方・組織改革さえ提唱されている。
　叙上のように、潮流の表層では新たな動きが見られるものの、他方、底流の動き・
景色に大きな変化はありません。すなわち、特許権の侵害紛争を例にとれば、①権利
侵害か否かの判断や、②権利の有効性などが重要な論点・争点であることに変わりは
なく、これらの点に関する研鑽は知的財産法の王道ともいえましょう。正に、本書は、
かかる底流の研究に大きく寄与するものです。
　本書の著者・細田芳徳先生は、企業における知財担当者として、また、弁理士とし
て、特許庁を舞台とする「特許出願と権利化」について、足掛け38年の御経験を有し
ておられる超ベテランです。それと同時に、数々の特許権侵害訴訟などの知財訴訟の
修羅場に臨まれ、裁判所を舞台とする「権利行使」についても豊富な経験を持ってお
られる、極めて優秀な実務家です。加えて、京都大学の発明評価委員会委員、裁判所
の専門委員などの要職を歴任されるとともに、日本弁理士会・日本知的財産協会等々
の諸団体の研修講師を長年にわたり御担当され、並行して多くの著書・論文を発表さ
れるという「学者弁理士」としての一面も併せ持っておられます。
　「明細書の一言一句により、裁判の結果が変わる」という怖さを実体験することが、
明細書を作成する知財担当者にとって極めて重要である、と私は考えていますが、そ
の点、細田先生は申し分のない有資格者で、本書の価値を高らしめるものです。
　著者が序論で述べておられるように、今回の改訂11版は、令和時代の裁判例を多数
追加され、本書の価値を一層大きくします。

　以上の次第で、知財関係者各位に対し、広く本書を推薦させていただきます。

	 2025年 6 月
� 弁護士　山上 和則
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iii

改訂11版の序論

はじめに
　前回の改訂から 3 年がたち、今回で改訂11版の発行の運びとなった。初版の発行が
平成16年であるから、20年が過ぎたことになる。この間の法改正、審査基準の改訂、
多数の知財高裁判決、大合議や最高裁の重要判決が出されるなど、実務的には初版の
頃と比べると大きな変化がある。これまでの改訂では、近時の変化、傾向に追随でき
るように改訂してきたつもりである。特にサポート要件などの記載要件や新規性・進
歩性など、実務に直結する箇所は、版を重ねるごとに記載内容の充実化を目指し、研
修やセミナーの参考資料や実務書としての利用価値を高めるように努めた。今回も令
和時代の裁判例を多数追加し、最近の判断傾向も含めた内容となっているものと確信
している。
　従前は一般財団法人経済産業調査会からの出版であったが、今回の出版は一般社団
法人発明推進協会からであり、この機会に細かな点を含む修正を行い、読みやすくな
るように工夫した。

本書の使い方
　本書は、化学・バイオ分野の発明の特許出願から、中間処理、権利行使までを見据
え、出願時にどのように発明を把握し、戦略を立てて明細書を作成すべきか、という
点を核にしたものである。そして、「明細書のチェックポイント」の欄には、チェッ
クポイントの目的、内容等の理解に資するため、「参照事項」の欄を設け、本書のど
こに関連した説明があるのかを明らかにした。明細書を作成した実務者が、明細書を
見直す際のチェックポイントとして有効に利用していただければ幸いである。理想的
な明細書の作成は、永遠の課題であり、種々の異なる見解もあるであろうが、著者の
経験から作成した、多少こだわりのあるチェックリストである。参考までに提案する
次第である。
　なお、従前は本文で取り上げている判例について、巻末で「判例リスト」として紹
介していたが、諸般の事情により本書に掲載できなかった。代わりに発明推進協会の
ウェブサイト（https://online-shop.jiii.or.jp/c-item-detail?ic=833）から本書の判例リ
ストを無料でダウンロードできるようにしているので、活用いただければ幸いである。

� 令和 7 年 6 月
� 弁理士　細田　芳德
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